


７．職業安定法の改正（2022年10月1日） 
職業安定法とは、日本国憲法に基づいた、働く権利に関する法律であり、国民が自由に職業を選択できるよう定め
られています。    2022年の法改正では、大きく３つのポイントが変更になります。 
１．求人等に関する情報の的確な表示が義務付けられます 

各事業者に対して、求人等に関する下記の（１）～（５）の情報のすべての的確な表示が義務付けられます。虚偽の
表示・誤解を表示させる表示はしてはならず、求人情報を正確・最新の内容に保たなければなりません。       （１）求
人情報  （２）求職者情報 （３）求人企業に関数情報 （４）自社に関する情報  
（５）事業の実績に関する情報 
▼対象の広告・連絡手段 

新聞・雑誌・その他の刊行物に掲載する広告、文書の掲出・頒布、書面、ファックス、ウェブサイト、電子メール・メッ
セージアプリ・アプリ等、放送（テレビ・ラジオ等）、オンデマンド放送等 
＜求人企業の義務＞ 
• 募集を終了・内容変更したら、速やかに求人情報の提供を終了・内容を変更する。 
• 求人メディア等の募集情報等提供事業者を活用している場合は、募集の終了や内容変更を反映するよう依頼す
る。 
• いつの時点の求人情報かを明らかにする。 
• 求人メディア等の募集情報等提供事業者から、求人情報の訂正・変更を依頼された場合には、速やかに対応する。 
２．個人情報の取扱いに関するルールが新しくなります 
求職者の個人情報を収集する際には、求職者等が一般的かつ合理的に想定できる程度に具体 
的に、個人情報を収集・使用・保管する業務の目的を、ウェブサイトに掲載するなどして、 
明らかにしなくてはなりません。 
３．求人メディア等について届出制が創設されます 

従来の求人メディア・求人情報誌だけでなく、インターネット上の公開情報等から収集（クローリング）した求人情報・
求職者情報を提供するサービス等を行う事業者も職業安定法の「募集情報等提供事業者」になりました。 

最近「ネットで求人」と言うのが多くなっているということで「ルール作り」ということでしょうか?この地
区でも関係があるようです。10月改正の法律が多いのでこまめに勉強が必要です。 


